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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自　平成23年
　　６月１日
至　平成23年
　　11月30日

自　平成24年
　　６月１日
至　平成24年
　　11月30日

自　平成25年
　　６月１日
至　平成25年
　　11月30日

自　平成23年
　　６月１日
至　平成24年
　　５月31日

自　平成24年
　　６月１日
至　平成25年
　　５月31日

営業収益 (千円) 379,076 377,932 351,116 852,559 775,849

経常利益 (千円) 48,735 66,369 82,560 209,363 209,031

中間(当期)純利益 (千円) 28,319 34,819 44,592 115,734 116,830

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) - - - - -

資本金 (千円) 7,000,000 7,000,000 3,500,000 7,000,000 7,000,000

発行済株式総数 (株) 14,000,000 14,000,000 14,000,000 14,000,000 14,000,000

純資産額 (千円) 7,856,397 7,795,368 4,868,233 7,943,799 7,877,762

総資産額 (千円) 10,482,068 9,920,132 6,600,317 10,316,444 9,787,158

１株当たり純資産額 (円) 565.73 564.96 600.75 572.03 570.93

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 2.02 2.51 3.71 8.31 8.44

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) - - - - -

１株当たり配当額 (円) - - - 10.00 15.00

自己資本比率 (％) 75.0 78.6 73.8 77.0 80.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 433,338 532,774 556,850 921,447 989,386

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △415,811 △475,339 2,899,118 △1,199,131 △435,679

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △158,636 △180,014 △3,051,867 △159,982 △181,868

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 854,734 435,599 1,334,119 558,179 930,017

従業員数 (名) 30 27 28 28 28
 

(注) １　中間連結財務諸表は作成していないので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移」について
は、記載しておりません。

２　上記のうち、千円単位で記載している金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。
３　営業収益は、消費税等は含まれておりません。
４　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。
５　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は潜在株式がないため、記載しておりません。
６　第35期の１株当たり配当額10円には特別配当７円50銭を、第36期の１株当たり配当額15円には特別配当12円

50銭を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の従業員の状況

平成25年11月30日現在

従業員数(名) 28
 

(注1)　社外から当社への出向社員7名及び派遣社員4名を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

該当事項はありません。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間における我が国経済は、平成２４年末の第二次安倍政権発足以降、経済再生を目指した

大幅な金融緩和と財政出動により円安株高が進行、実体面でも住宅投資や公共投資に明るさが戻り、個人

消費も緩やかに回復基調を辿っています。一方で成長戦略を軸とした企業再生はまだ緒についたばかりで

あり、本年４月の消費税率改定を控え、経済再生が家計に波及するかが今後の持続的成長の鍵といえま

す。

このような環境下にあって、当社は、小規模企業共済、中小企業倒産防止共済、中小企業退職金共済の

三共済受託業務とリース業務を取扱業務の中心に据えた経営改革を進め、三共済業務受託はＴＫＣ全国会

中小企業支援委員会との連携による推進活動を実施して参りました。このうち、小規模企業共済は前年同

期間実績を上回る取扱件数で堅調に推移しております。中小企業倒産防止共済は、平成２３年１０月の制

度改定により増加した取扱件数が一段落し前年同期比マイナスとなっております。中小企業退職金共済は

期初以来毎月前年同月比プラスを継続しております。

株主対策・資本政策においては、平成２５年８月の株主総会にて第１回目の減資と自己株式取得の決議

をいただき、保有株式の５０％を上限として当社が株主より株式を買い取る形でご出資金を返還する手続

きに着手しました。当中間会計期間末時点でのお申込状況は、前期末株主４，２８５名中お申込済み２，

９７８名、お申込率６９．５％となっております。当社にて買取済みの株式数は５，６００千株、買取上

限株式数６，８４７千株の８１．８％と、多くの株主の皆さまからご賛同いただき、相当数の株式を買い

取らせていただくことができました。

また、第３回目の相続発生株式の自己株式取得を実施し、３２名の相続人等（株式取得者）より９４千

株の自己株式を取得しました。

以上の自己株式取得の結果、当中間会計期間末における自己株式の保有は５，８９６千株（取得価格

２，９４８百万円）となりました。

なお、当中間会計期間末の株主数は、自己株式取得等により４，２２６名（うちＴＫＣ会員株主数４，

１７７名）と、前期末と比べ５９名の減少となりました。
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各業務別営業収益は次のとおりであります。

業種別

前中間会計期間
平成24年６月～平成24年11月

当中間会計期間
平成25年６月～平成25年11月

計(千円) 構成比(％) 計(千円) 構成比(％)

金融及び金融関連 　 　 　 　

　融資保証 913 0.2 455 0.1

　金銭の貸付 31,148 8.2 22,650 6.5

　リース 61,611 16.3 52,404 14.9

　自動集金サービス 15,379 4.1 15,791 4.5

　証券アドバイザリー 1,434 0.4 1,184 0.3

　その他 1,481 0.4 419 0.1

小計 111,969 29.6 92,907 26.4

 共済受託 　 　 　 　

　小規模企業共済 120,460 31.9 121,531 34.6

　中小企業倒産防止共済 139,224 36.8 129,516 36.9

　中小企業退職金共済 6,278 1.7 7,160 2.1

小計 265,963 70.4 258,208 73.6

合計 377,932 100.0 351,116 100.0
 

(注) １　上記金額は、消費税等は含まれておりません。

２　金銭の貸付・貸借の斡旋業務は、TKKビジネスローン業務、TKC開業サポートローン業務、TKC経営者年金

ローン業務等であります。

３　リース業務は、物品のリース業務及び斡旋業務であります。

４　その他の業務は、不動産売買斡旋業務、割賦サービス業務、相続関連業務等であります。

　

以上の結果、当中間会計期間の営業収益は、前年同期と比べ２６百万円減少し３５１百万円（前年同

期間比（以下、前期比）９２．９％）となりました。中小企業倒産防止共済の取扱い減少により同共済

関連受取手数料が前年同期と比べ１０百万円減少したことや、またローンの新規取扱い停止により貸付

金利息が８百万円、リースの取扱価格の減少によりリース料収入が９百万円前年同期より減少したこと

が主な要因です。

営業費及び一般管理費は、貸倒引当金繰入額、保証損失引当金繰入額等の貸倒費用がそれぞれ前年同

期と比べ３２百万円、９百万円、計４２百万円減少したことや、接待交際費が前年同期と比べ１１百万

円減少したこと等により、前年同期より４９百万円減少し２７６百万円（前期比８４．９％）となりま

した。

この結果、営業利益は７４百万円となり、前年同期と比べ２２百万円の増加となりました。

営業外収益は受取利息の減少等により前年同期と比べ３百万円減少し１１百万円となり、営業外費用

は自己株式取得費用を３百万円計上したことにより、経常利益は８２百万円と前年同期と比べ１６百万

円増加しました。

また、税引前中間純利益は８２百万円、これに法人税及び住民税等、法人税等調整額を加減した中間

純利益は４４百万円と前年同期と比べ９百万円の増加となりました。
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(2) 部門別業務の状況

１）　金融及び金融関連

①　融資保証業務

当中間会計期間における融資保証業務の実績は次のとおりであり、受取保証料は４５５千円であり

ます。

(イ)保証の状況

期別

前期末保証残高 保証額 償還額 当中間期末保証残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 25 80,274 0 - 5 15,278 20 64,995

第37期中 13 39,521 0 - 3 6,431 10 33,089
 

(注) １　件数及び金額は、提携金融機関の貸出実行ベースで記載しております。

２　償還額の件数は、完済件数であります。

 ３　当中間会計期間末における個別評価による債務保証損失引当金は1件、1,160千円（前中間会計期間

　　　 末3件、12,104千円）であります。

    ４　平成23年12月をもって、新規実行は停止しております。

(ロ)求償債権の状況

期別

前期末求償債権
残高

代位弁済額 回収額 貸倒処理額
当中間期末
求償債権残高

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

第36期中 14 18,772 0 - 0 1,749 0 - 14 17,023

第37期中 15 25,990 0 - 0 1,695 0 - 15 24,295
 

(注)　代位弁済額の件数は新規発生件数であり、また回収額の件数は完済件数であります。件数、残高にはカードロー

ン（１件）を含んでおります。

(ハ)求償債権に対する個別引当金の状況

期別

前期末引当残高 新規繰入額 戻入額 当中間期末引当残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 12 11,417 0 - 0 905 12 10,512

第37期中 13 20,323 0 - 0 921 13 19,402
 

(注)　新規繰入額の件数は新規個別引当件数であり、また戻入額の件数は完済件数であります。件数、残高にはカー

ドローン（１件）を含んでおります。

②　金銭の貸付業務

当中間会計期間における金銭の貸付業務の実績は次のとおりであり、貸付金利息収入

は　　　　　　　　　　　　　　　２２，６５１千円であります。

(イ)TKKビジネスローン業務

期別

前期末貸付金残高 貸付実行額 償還額 当中間期末貸付金残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 572 2,835,373 0 - 44 374,546 528 2,460,826

第37期中 477 2,056,985 0 - 89 434,667 388 1,622,318
 

(注)　償還額の件数は、完済件数であります。

　

(ロ)TKK開業サポートローン

EDINET提出書類

ＴＫＣ金融保証株式会社(E04780)

半期報告書

 6/38



期別

前期末貸付金残高 貸付実行額 償還額 当中間期末貸付金残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 73 186,077 0 - 7 25,593 66 160,483

第37期中 58 138,480 0 - 10 30,814 48 107,666
 

(注)　償還額の件数は、完済件数であります。

　

(ハ)TKKライフローン

期別

前期末貸付金残高 貸付実行額 償還額 当中間期末貸付金残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 16 5,945 0 - 4 1,992 12 3,953

第37期中 11 2,454 0 - 5 1,240 6 1,213
 

(注)　償還額の件数は、完済件数であります。

　

(ニ)ＴＫＣ経営者年金ローン業務

期別

前期末貸付金残高 貸付実行額 償還額 当中間期末貸付金残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 1 6,309 0 - 0 714 1 5,595

第37期中 1 4,880 0 - 0 714 1 4,166
 

(注)　償還額の件数は、完済件数であります。

　

(ホ)延滞先債権の状況

期別

前期末延滞債権
残高

増加額 回収額 貸倒処理額
当中間期末
延滞債権残高

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

第36期中 37 186,722 3 14,416 1 4,260 0 - 39 196,878

第37期中 33 131,702 0 - 4 9,243 0 - 29 122,458
 

(注) １　原則として６ヶ月以上延滞先の件数であり、また金額は貸付金残高を記載しております。

２　増加額の件数は新規発生件数であり、また回収額の件数は完済件数であります。

　

(ト)個別引当金の状況

期別

前期末引当残高 新規繰入額 戻入額 当中間期末引当残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 36 143,804 3 21,314 1 4,914 38 160,205

第37期中 33 100,781 0 675 5 8,754 28 92,702
 

(注)　新規繰入額の件数は、新規個別引当件数であり、また戻入額の件数は完済件数であります。
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③　リース業務

(イ)物品のリース業務

当中間会計期間におけるリース物件の取扱実績は次のとおりであり、リース料収益(消費税等

抜き)は４４，５２２千円、またリースアップにともなう受取手数料収入(消費税等抜き)は７，

８８２千円であります。

取扱物件

第36期中 第37期中

取扱件数 取扱物件価額(千円) 取扱件数 取扱物件価額(千円)

情報関連機器・事務用機器 330 230,757 355 225,245
 

(注)　件数及び金額は、リース物件の納品ベースで記載しております。

　

ⅲ　延滞先債権の状況

期別

前期末延滞債権
残高

増加額 回収額 貸倒処理額
当中間期末
延滞債権残高

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

件数
金額
(千円)

第36期中 20 4,325 8 2,424 0 63 0 - 28 6,685

第37期中 14 1,489 3 884 1 126 0 - 16 2,248
 

(注) １　原則として、６ヶ月以上延滞先の件数であり、また金額は未収リース料累計額を記載しております。

２　増加額の件数は新規発生件数であり、また回収額の件数は完済件数であります。

　
ⅳ　個別引当金の状況

期別

前期末引当残高 新規繰入額 戻入額 当中間期末引当残高

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

第36期中 19 4,071 8 2,166 0 25 27 6,212

第37期中 13 1,400 3 884 1 87 15 2,197
 

(注) １　延滞先債権に対する個別引当金は洗い替え方式により記載しております。

２　金額は未収リース料累計を記載しております。

　

(ロ)リース斡旋業務

当中間会計期間におけるリース斡旋業務の実績は次のとおりであり、受取手数料収入の計上はあ

りません。

期別 斡旋件数 斡旋物件価額(千円)

第36期中 2 11,302

第37期中 0 -
 

(注)　件数及び金額は、提携リース会社のリース物件の納品ベースで記載しております。
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④　自動集金サービス斡旋業務

当中間会計期間における自動集金サービス斡旋業務の実績は次のとおりであり、受取手数料収入

(消費税等抜き)は１５，７９１千円であります。

　

期別 自動集金件数

第36期中 965,424

第37期中 983,891
 

(注)　自動集金件数は、集金事務１回を１件として記載しております。

　

⑤　証券アドバイザリー業務

当中間会計期間における証券アドバイザリー業務の実績は次のとおりであり、受取手数料収入(消

費税等抜き)は１，１８４千円であります。

期別 契約事務所数 業務開始事務所数

第36期中 167 100

第37期中 164 99
 

　

２）　共済受託業務

当中間会計期間における共済受託業務の実績は次のとおりであり、受取手数料収入(消費税等抜き)

は２５８，２０８千円であります。

①　小規模企業共済受託業務

期別 新規・増額処理件数

第36期中 4,873

第37期中 5,017
 

　

②　中小企業倒産防止共済受託業務

期別 新規・増額処理件数

第36期中 5,266

第37期中 4,663
 

　

③　中小企業退職金共済受託業務

期別 新規処理件数

第36期中 375

第37期中 477
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(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、１，３３４百万

円で当中間会計期間中に４０４百万円増加しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動による資金の増加は、５５６百万円（前中間会計期間の資金増加額

５３２百万円）となりました。これは、主に営業貸付金が期首より４６７百万円減少するなど営業債権

の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動による資金の増加は、２，８９９百万円（前中間会計期間の資金減

少額４７５百万円）となりました。これは、主に満期保有目的債券の償還によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動による資金の減少は、３，０５１百万円（前中間会計期間の資金減

少額１８０百万円）となりました。これは、主に自己株式の取得によるものです。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

「１　業績等の概要」の記載に含めて記載しております。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、提出会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 重要な会計方針及び見積

当社の中間財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この中間財務諸表の作成にあたり、中間会計期間末における資産、負債の報告数値、報告

期間における収益、費用の報告数値に影響を与える見積は、主に貸倒引当金、債務保証損失引当金等で

あり、継続的に評価を行います。

　なお、当中間会計期間末の貸倒引当金計上額は１２７百万円、債務保証損失引当金計上額は３百万円

であります。

　

(2) 財政状態の分析

当中間会計期間末における資産合計は、前期末比３，１８６百万円減少し６，６００百万円となりま

した。

流動資産は前期末比２，８８２百万円減少し６，３１６百万円となりました。流動資産の主な内容と

しましては、現金及び預金が前期末比５９６百万円減少し７３１百万円、営業貸付金が前期末比４６７

百万円減少し１，７３５百万円、リース投資資産が前期末比１６８百万円減少し１，５０２百万円、有

価証券が前期末比１，５９９百万円減少し２，００３百万円となりました。また、貸倒引当金は前期末

比１５百万円減少し１０８百万円となりました。

固定資産は前期末比３０３百万円減少し２８３百万円となりました。固定資産の主な内容といたしま

しては、有形固定資産は前期末比０．５百万円減少し１５百万円、無形固定資産は前期末比２百万円減

少し２５百万円、投資その他の資産は前期末比３００百万円減少し２４２百万円となりました。また、

貸倒引当金は前期末比０．９百万円減少し１９百万円となりました。

当中間会計期間末における負債合計は、前期末比１７７百万円減少し１，７３２百万円となりまし

た。

流動負債は前期末比１７９百万円減少し１，６７６百万円となりました。流動負債の主な内容といた

しましては、リース債務は前期末比１６３百万円減少し１，４８４百万円となりました。

固定負債は前期末比２百万円増加して５５百万円となりました。固定負債の主な内容といたしまして

は、役員退職慰労引当金が前期末比１百万円増加し２２百万円、退職給付引当金が前期末比１百万円増

加し３３百万円となりました。

当中間会計期間末における純資産合計は、減資に伴う自己株式取得を実施したことから前期末比３，

００９百万円減少し４，８６８百万円となりました。

　

(3) 経営成績の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（１）業績」をご参照ください。

　

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（３）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年2月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000 ― （注）1、2、3

計 14,000,000 14,000,000 ― 　　　　―
 

(注)1　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。

(注)2　単元株制度を採用しておりません。

(注)3　株式の譲渡制限に関する規定は次の通りです。

当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は、取締役会の承認を要する。なお、譲受人が

TKC全国会会員であるときは、取締役会が承認したものとみなす。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年6月1日～平成
25年11月30日(注)

- 14,000,000 △3,500,000 3,500,000 - -
 

　(注)平成25年8月29日開催の定時株主総会決議に基づき、資本金を3,500,000千円減少しその他資本剰余金

に　　　　　　　　　

　　振り替えております。
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(6) 【大株主の状況】

平成25年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＴＫＣ 栃木県宇都宮市鶴田町1758番地 700 5.0

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 451 3.2

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 305 2.2

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 250 1.8

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町６番５号 200 1.5

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 200 1.5

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿一丁目２８番１号 200 1.5

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 175 1.3

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 127 0.9

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中一丁目１番８８号 100 0.7

計 ― 2,708 19.3
 

(注)　当社は、大同生命保険株式会社の持株会社である株式会社T&Dホールディングスへ1,600株(持株比率0.0％)出資

しております。なお、その他大株主へは出資しておりません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

5,896,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,103,500
8,103,500

権利内容に何ら制限のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 14,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,103,500 ―
 

② 【自己株式等】

平成25年11月30日現在
所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有

株式数（株）
他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(%)

（自己保有株式） 東京都新宿区揚場町
5,896,500 ― 5,896,500 42.1

ＴＫＣ金融保証株式会社 1番21号

計
― 5,896,500 ― 5,896,500 42.1

 

　

２ 【株価の推移】

非上場、未登録につき該当事項はありません。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおける役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成25年６月１日から平成

25年11月30日まで)の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

　　当社には子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　

１　【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年５月31日)

当中間会計期間
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,327,813 731,169

営業未収入金 455,536 401,907

営業貸付金 2,202,802 1,735,364

営業立替金 5,196 1,567

リース投資資産 1,671,066 1,502,844

有価証券 3,602,232 2,003,142

繰延税金資産 50,405 44,540

その他 8,568 4,448

貸倒引当金 △123,946 △108,244

流動資産合計 9,199,674 6,316,741

固定資産

有形固定資産

その他 47,847 48,729

減価償却累計額 △31,888 △33,354

有形固定資産合計 15,959 15,374

無形固定資産 28,089 25,314

投資その他の資産

投資有価証券 502,310 202,166

出資金 2,302 2,300

差入保証金 7,271 7,107

長期求償債権 25,990 24,295

繰延税金資産 25,882 26,419

貸倒引当金 △20,323 △19,402

投資その他の資産合計 543,434 242,887

固定資産合計 587,483 283,576

資産合計 9,787,158 6,600,317
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年５月31日)

当中間会計期間
(平成25年11月30日)

負債の部

流動負債

リース債務 1,648,535 1,484,939

未払金 93,280 96,701

未払費用 55,096 48,407

未払法人税等 50,766 35,267

前受収益 441 297

債務保証損失引当金 2,908 3,248

その他 4,918 7,262

流動負債合計 1,855,948 1,676,123

固定負債

役員退職慰労引当金 21,100 22,400

退職給付引当金 32,348 33,559

固定負債合計 53,448 55,959

負債合計 1,909,396 1,732,083

純資産の部

株主資本

資本金 7,000,000 3,500,000

資本剰余金

その他資本剰余金 － 3,500,000

資本剰余金合計 － 3,500,000

利益剰余金

利益準備金 111,887 132,584

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 866,970 683,895

利益剰余金合計 978,857 816,479

自己株式 △101,000 △2,948,250

株主資本合計 7,877,857 4,868,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △94 4

評価・換算差額等合計 △94 4

純資産合計 7,877,762 4,868,233

負債純資産合計 9,787,158 6,600,317
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自 平成24年６月１日
 至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
 至 平成25年11月30日)

営業収益 377,932 351,116

営業費及び一般管理費 325,679 276,356

営業利益 52,253 74,760

営業外収益
(※1) 14,116 (※1) 11,013

営業外費用 －
(※2) 3,212

経常利益 66,369 82,560

税引前中間純利益 66,369 82,560

法人税、住民税及び事業税 42,231 32,695

法人税等調整額 △10,681 5,272

法人税等合計 31,549 37,967

中間純利益 34,819 44,592
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自 平成24年６月１日
 至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
 至 平成25年11月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,000,000 7,000,000

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － △3,500,000

当中間期変動額合計 － △3,500,000

当中間期末残高 7,000,000 3,500,000

資本剰余金

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 3,500,000

当中間期変動額合計 － 3,500,000

当中間期末残高 － 3,500,000

資本剰余金合計

当期首残高 － －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 3,500,000

当中間期変動額合計 － 3,500,000

当中間期末残高 － 3,500,000

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 98,000 111,887

当中間期変動額

利益準備金の積立 13,887 20,697

当中間期変動額合計 13,887 20,697

当中間期末残高 111,887 132,584

その他利益剰余金

損失補填準備金

当期首残高 444,000 －

当中間期変動額

損失補填準備金の取崩 △444,000 －

当中間期変動額合計 △444,000 －

当中間期末残高 － －

繰越利益剰余金

当期首残高 458,896 866,970

当中間期変動額

剰余金の配当 △138,870 △206,970

中間純利益 34,819 44,592

利益準備金の積立 △13,887 △20,697
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自 平成24年６月１日
 至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
 至 平成25年11月30日)

損失補填準備金の取崩 444,000 －

当中間期変動額合計 326,062 △183,074

当中間期末残高 784,959 683,895

利益剰余金合計

当期首残高 1,000,896 978,857

当中間期変動額

剰余金の配当 △138,870 △206,970

中間純利益 34,819 44,592

利益準備金の積立 － －

損失補填準備金の取崩 － －

当中間期変動額合計 △104,050 △162,377

当中間期末残高 896,846 816,479

自己株式

当期首残高 △56,500 △101,000

当中間期変動額

自己株式の取得 △44,500 △2,847,250

当中間期変動額合計 △44,500 △2,847,250

当中間期末残高 △101,000 △2,948,250

株主資本合計

当期首残高 7,944,396 7,877,857

当中間期変動額

剰余金の配当 △138,870 △206,970

中間純利益 34,819 44,592

自己株式の取得 △44,500 △2,847,250

当中間期変動額合計 △148,550 △3,009,627

当中間期末残高 7,795,846 4,868,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △597 △94

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

119 98

当中間期変動額合計 119 98

当中間期末残高 △477 4

評価・換算差額等合計

当期首残高 △597 △94

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

119 98

当中間期変動額合計 119 98

当中間期末残高 △477 4
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自 平成24年６月１日
 至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
 至 平成25年11月30日)

純資産合計

当期首残高 7,943,799 7,877,762

当中間期変動額

剰余金の配当 △138,870 △206,970

中間純利益 34,819 44,592

自己株式の取得 △44,500 △2,847,250

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

119 98

当中間期変動額合計 △148,430 △3,009,528

当中間期末残高 7,795,368 4,868,233
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自 平成24年６月１日
 至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
 至 平成25年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 66,369 82,560

減価償却費 1,055 4,405

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,711 △16,623

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,103 1,211

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,300 1,300

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 10,236 339

受取利息及び受取配当金 △11,205 △8,688

自己株式取得費用 － 3,210

出資金運用損益（△は益） △7 2

営業債権の増減額（△は増加） 741,558 693,855

営業債務の増減額（△は減少） △253,493 △172,571

長期求償債権の増減額（△は増加） 1,749 1,695

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,708 948

その他 △841 △1,702

小計 559,228 589,942

利息及び配当金の受取額 11,116 12,054

法人税等の支払額 △37,570 △45,146

営業活動によるキャッシュ・フロー 532,774 556,850

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 100,000 2,300,000

投資有価証券の取得による支出 △500,000 －

定期預金の増減額（△は増加） △50,000 600,000

有形固定資産の取得による支出 △7,582 △881

無形固定資産の取得による支出 △17,757 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △475,339 2,899,118

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △44,500 △2,850,460

配当金の支払額 △135,514 △201,407

財務活動によるキャッシュ・フロー △180,014 △3,051,867

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △122,579 404,101

現金及び現金同等物の期首残高 558,179 930,017

現金及び現金同等物の中間期末残高 435,599 1,334,119
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)。

　

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 建物は定率法　

　　（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）

 工具、器具及び備品は定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物    　　　　  ３～15年

 工具・器具及び備品 ４～20年

　

(2) 無形固定資産

ソフトウェア

 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 債務保証損失引当金

保証債務から生じる損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員への退職給付に備えるため、自己都合要支給額を退職給付債務とする方法(簡便法)により、当

中間会計期間末における退職給付債務額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。

　
４ 営業収益の計上基準

TKK割賦サービス業務の営業収益の計上基準は、78分法により計上しております。

(注)78分法とは、手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日到来のつど積数按分額を収益計上

する方法であります。
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５ ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

　

６ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、普通預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

　
７ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　なお、仮受消費税等および仮払消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」として表示してお

　ります。

　

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

　

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

　

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

該当事項はありません。

　

　
　

　

(中間貸借対照表関係)

１　保証債務残高

　

　
前事業年度

(平成25年５月31日)
当中間会計期間
(平成25年11月30日)

１　保証債務残高 36,613千円 29,841千円

     融資保証業務 39,521千円 33,089千円

     債務保証損失引当金 △2,908千円 △3,248千円
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(中間損益計算書関係)

※１ 営業外収益の主要項目

　

　
前中間会計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日)

受取利息 11,169千円 8,652千円

受取配当金 36千円 36千円
 

　
※２ 営業外費用の主要項目

　
前中間会計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日)

自己株式取得費用 -千円 3,210千円

　 　 　
 

　３ 減価償却実施額

　

　
前中間会計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日)

有形固定資産 801千円 1,466千円

無形固定資産 89千円 2,775千円
 

　
　

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 14,000,000 ― ― 14,000,000
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 113,000 89,000 ― 202,000
 

（変動事由の概要)

　平成24年８月29日の株主総会の決議による自己株式の取得　　　89,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年８月29日
定時株主総会

普通株式 138,870 10円00銭 平成24年５月31日 平成24年８月30日
 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)
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１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 14,000,000 - - 14,000,000
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 202,000 5,694,500 - 5,896,500
 

（変動事由の概要)

　平成25年８月29日の株主総会の決議による自己株式の取得　5,694,500株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成 25年８月 29 
日
定時株主総会

普通株式 206,970 15円00銭 平成25年５月31日 平成25年８月30日

 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

　

　
前中間会計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日)

現金及び預金勘定 935,072千円 731,169千円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △600,000千円 △300,000千円

有価証券勘定のうちＦＦＦ 100,527千円 902,950千円

現金及び現金同等物 435,599千円 1,334,119千円
 

　

(リース取引関係)

   ファイナンス・リース取引

(貸手側)

前事業年度(平成25年５月31日)及び当中間会計期間(平成25年11月30日)

重要性が無いため、記載を省略しております。　
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(転リース)

転リース取引に該当し、かつ利息相当額控除前の金額で中間貸借対照表に計上している額

　

　
前事業年度

(平成25年５月31日)
当中間会計期間
(平成25年11月30日)

（１）リース投資資産 1,653,699千円 1,489,847千円

（２）リース債務 1,648,535千円 1,484,939千円
 

　

(金融商品関係)

前事業年度(自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日)

　　金融商品の時価等に関する事項

　平成25年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りでありま

す。
　 貸借対照表計上額 時価 差　額

　 千円 千円 千円

(1)現金及び預金 1,327,813 1,326,192 △1,621

(2)営業未収入金 455,536 455,536 -

(3)営業貸付金 2,202,802 　 　

　　貸倒引当金（注1） △111,865 　 　

　 2,090,937 2,090,937 -

(4)有価証券及び投資有価
証券

　 　 　

　①満期保有目的債券 3,600,326 3,603,242 2,915

　②その他有価証券 504,216 504,216 -

(5)リース投資資産 1,671,066 1,660,671 △10,394

　　貸倒引当金（注2） △8,477 △8,477 -

　 1,662,589 1,652,194 △10,394

資　産　計 9,641,420 9,632,320 △9,100

(6)リース債務 1,648,535 1,641,636 △6,899

(7)未払金 93,280 93,280 -

負　債　計 1,741,816 1,734,916 △6,899
 

（注1)営業貸付金に計上している一般及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注2)リース投資資産に計上している一般貸倒引当金を控除しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法

　資産

　(1)現金及び預金、(2)営業未収入金

　現金及び預金のうち、満期日が1年以内の満期日変更特約付定期預金(マルチコーラブル預金)の時価

は、取引金融機関から提示された価格によっております。その他のものについては、短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　(3)営業貸付金

　営業貸付金は変動金利による貸付であり、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっておりま

す。また、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、見積キャッシュ・フローまたは担保による回収

見込額等に基づいて貸倒見込額を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から貸倒見

込額を控除した金額に近似していることから当該価額を時価としております。

 (4)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価

格によっております。また、追加型投資信託は毎日決算を行っているため当該帳簿価額を時価としてお

ります。

　(5)リース投資資産

　リース投資資産は、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率を用いて時価を算定して

おります。

　負債

　(6)リース債務
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　リース債務は、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率を用いて時価を算定しており

ます。

　(7)未払金

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

　
当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

　　金融商品の時価等に関する事項

　平成25年11月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであ

ります。
　 中間貸借対照表計上額 時価 差　額

　 千円 千円 千円

(1)現金及び預金 731,169 730,868 △300

(2)営業未収入金 401,907 401,907 -

(3)営業貸付金 1,735,364 　 　

　　貸倒引当金（注1） △98,821 　 　

　 1,636,543 1,636,543 -

(4)有価証券及び投資有価
証券
　①満期保有目的の債券

 
 

1,300,192

 
 

1,302,623

 
 

2,430

　②その他有価証券 905,116 905,116 -

(5)リース投資資産 1,502,844 1,494,766 △8,078

　　貸倒引当金（注2） △5,699 △5,699 -

　 1,497,145 1,489,067 △8,078

資　産　計 6,472,074 6,466,125 △5,949

(6)リース債務 1,484,939 1,479,842 △5,096

(7)未払金 96,701 96,701 -

負　債　計 1,581,640 1,576,544 △5,096
 

（注1)営業貸付金に計上している一般及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注2)リース投資資産に計上している一般貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

　資産

　(1)現金及び預金、(2)営業未収入金

　現金及び預金のうち、満期日が1年以内の満期日変更特約付定期預金（マルチコーラブル預金)の時価

は、取引金融機関から提示された価格によっております。その他のものについては、短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　(3)営業貸付金

　営業貸付金は変動金利による貸付であり、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっておりま

す。また、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、見積キャッシュ・フローまたは担保による回収

見込額等に基づいて貸倒見込額を算定しているため、時価は中間貸借対照表計上額から貸倒見込額を控

除した金額に近似していることから当該価額を時価としております。

 (4)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価

格によっております。また、追加型投資信託は毎日決算を行っているため当該帳簿価額を時価としてお

ります。

　(5)リース投資資産

　リース投資資産は、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率を用いて時価を算定して

おります。
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　負債

　(6)リース債務

　リース債務は、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率を用いて時価を算定しており

ます。

　(7)未払金

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成25年５月31日)

１．満期保有目的の債券

区分
　 貸借対照表計上額

（千円）
時価(千円) 差額(千円)

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

3,100,000 3,104,062 4,062

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

500,326 499,180 △1,146
 

　

２．その他有価証券

区分
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

　 　 　

上場株式 2,012 2,160 △147

その他 502,203 502,203 -
 

　

当中間会計期間(平成25年11月30日)

１．満期保有目的の債券

区分
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価(千円) 差額(千円)

時価が中間貸借対照表計上
額を超えるもの

1,000,000 1,002,491 2,491

時価が中間貸借対照表計上
額を超えないもの

300,192 300,132 △60
 

　

２．その他有価証券

区分
中間貸借対照表計上額

（千円）
取得原価(千円) 差額(千円)

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

　 　 　

　上場株式 2,166 2,160 6

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

　 　 　

　その他 902,950 902,950 -
 

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

関連会社がないため記載しておりません。

　

(資産除去債務関係)

　前事業年度(自　平成24年６月１日　至　平成25年５月31日)

　当社は、建物等の賃貸借契約に係る原状回復義務について、資産除去債務の計上に代えて、資産計上

された差入保証金等のうち回収が見込めない金額を合理的に見積もり、そのうち当事業年度の負担に属

する金額を費用計上しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当事業年度において、差入保証金等の回収が見込めない金額の総額に増減は生じておらず、当事業年

度末における残高は4,920千円であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

　当社は、建物等の賃貸借契約に係る原状回復義務について、資産除去債務の計上に代えて、資産計上

された差入保証金等のうち回収が見込めない金額を合理的に見積もり、そのうち当中間会計期間の負担

に属する金額を費用計上しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当中間会計期間において、差入保証金等の回収が見込めない金額の総額に増減は生じておらず、当中

間会計期間末における残高は4,920千円であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社は、株主であるＴＫＣ全国会会員及びその関与先企業に対し、「金融及び金融関連事業」及び

「共済受託事業」を行っており、「金融及び金融関連事業」及び「共済受託事業」の２つを報告セグメ

ントとしております。

　「金融及び金融関連事業」としては、融資保証業務、リース業務、金銭の貸付業務、自動集金斡旋業

務、証券アドバイザリー業務などがあります。

　「共済受託事業」としては、小規模企業共済、中小企業倒産防止共済、中小企業退職金共済などの公

的共済制度受託業務があります。

２　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースであります。

３　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
　

金融及び金融関連 共済受託 調整額(注） 中間財務諸表計上額

 

営業収益
　千円

 

　千円

 

　千円

 

　千円

 

 外部顧客への営業収益 111,969 265,963 ― 377,932

セグメント利益 20,392 122,372 △90,511 52,253

セグメント資産 4,517,507 259,697 5,142,926 9,920,132
 

（注) セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社費用が含まれています。セグメント資産の調

整額は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券等であります。

　

EDINET提出書類

ＴＫＣ金融保証株式会社(E04780)

半期報告書

31/38



　

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社は、株主であるＴＫＣ全国会会員及びその関与先企業に対し、「金融及び金融関連事業」及び

「共済受託事業」を行っており、「金融及び金融関連事業」及び「共済受託事業」の２つを報告セグメ

ントとしております。

　「金融及び金融関連事業」としては、融資保証業務、リース業務、金銭の貸付業務、自動集金斡旋業

務、証券アドバイザリー業務などがあります。

　「共済受託事業」としては、小規模企業共済、中小企業倒産防止共済、中小企業退職金共済などの公

的共済制度受託業務があります。

２　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースであります。

３　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
　

金融及び金融関連 共済受託 調整額(注） 中間財務諸表計上額

 

営業収益
　千円

 

　千円

 

　千円

 

　千円

 

 外部顧客への営業収益 92,907 258,208 - 351,116

セグメント利益 54,825 110,736 △90,801 74,760

セグメント資産 3,283,814 256,818 3,059,684 6,600,317
 

（注) セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社費用が含まれています。セグメント資産の調

整額は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券等であります。

　

【関連情報】

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

１　製品及びサービスごとの情報
　

金銭の貸付 リース 共済受託 その他
中間財務諸表計上

額

外部顧客への営業収益
　千円

31,148
　千円

61,611
　千円

265,963
　千円

19,209
千円

377,932
 

２　地域ごとの情報

 (1)営業収益

　営業収益の100%が本邦の外部顧客に対するものであるため、地域ごとの営業収益の記載を省略してお

ります。

 (2)有形固定資産　

　有形固定資産の100%が本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しておりま

す。

　
３　主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

ＴＫＣ企業共済会
　千円

265,963
共済受託
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当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

１　製品及びサービスごとの情報
　

金銭の貸付 リース 共済受託 その他
中間財務諸表計上

額

外部顧客への営業収益
　千円

22,650
　千円

52,404
　千円

258,208
　千円

17,851
千円

351,116
 

２　地域ごとの情報

 (1)営業収益

　営業収益の100%が本邦の外部顧客に対するものであるため、地域ごとの営業収益の記載を省略してお

ります。

 (2)有形固定資産　

　有形固定資産の100%が本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しておりま

す。

　
３　主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

ＴＫＣ企業共済会
　千円

258,208
共済受託

 

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間(自　平成24年６月１日　至　平成24年11月30日)

該当事項はありません。

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　

項目
前事業年度

(平成25年５月31日)
当中間会計期間
(平成25年11月30日)

(1) １株当たり純資産額 570円93銭 600円75銭

   (算定上の基礎) 　 　

   純資産の部の合計額(千円) 7,877,762 4,868,233

   普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 7,877,762 4,868,233

　　普通株式の発行済株式数(株） 14,000,000 14,000,000

　　普通株式の自己株式数(株） 202,000 5,896,500

   １株当たり純資産額の算定に用いられた
　　普通株式の数(株)

13,798,000 8,103,500
 

　

項目
前中間会計期間

(自 平成24年６月１日
至 平成24年11月30日)

当中間会計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年11月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 2円51銭 3円71銭

   (算定上の基礎) 　 　

   中間純利益金額(千円) 34,819 44,592

   普通株主に帰属しない金額(千円） - -

   普通株式に係る中間純利益金額(千円) 34,819 44,592

   普通株式の期中平均株式数(株) 13,857,667 12,006,962
 

(注) 前中間会計期間及び当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当中間会計期間(自　平成25年６月１日　至　平成25年11月30日)

該当事項はありません。

　

（2） 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度

(第36期)

自　平成24年６月１日

至　平成25年５月31日
　
平成25年８月30日

関東財務局長に提出。
 

　

EDINET提出書類

ＴＫＣ金融保証株式会社(E04780)

半期報告書

35/38



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　井　　靜　　雄　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　野　　田　　裕　　一　　㊞

独立監査人の中間監査報告書
　

 

　
平成26年２月26日

ＴＫＣ金融保証株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＴＫＣ金融保証株式会社の平成25年６月１日から平成26年５月31日までの第37期事業年度

の中間会計期間(平成25年６月１日から平成25年11月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＴＫＣ金融保証株式会社の平成25年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間(平成25年６月１日から平成25年11月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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以　上

　
 

(※)１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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